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「退職」124項目（12.4％）、「職場の嫌がらせ」102項目（10.2％)となってい
る。
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４　あっせん事例

１　不慣れな仕事に従事していた契約社員への退職勧奨　

２　院長の行き過ぎた言動による嫌がらせ

　センターは、会社から状況確認を行った。会社は、「前向きに取り組んでいたこと
は認めるが、他の社員ほど業務能力はなかった。空きがあり、所属長の許可があれば
異動できる場合もある。」と述べた。
　相談者は、抑うつ状態で１か月間の休養を主治医から告げられていたため、セン
ターは、会社に対し、体調面を優先して当面休養させること、傷病手当金の受給手続
きに協力することを要望した。
　調整の結果、傷病手当金の受給手続きは会社から理解が得られた。また、相談者の
体調が回復すると、会社から異動先が提示され、相談者は、希望した部署に復職し
た。

　センターは、法人に状況確認を行った。法人は、「院長の発言は指示に従って欲し
いという趣旨であって解雇ではない。物を投げるなどの行為は許されないが、院長は
もともと言動がきついところがあり、命を預かる判断をしなければならない医療機関
では言い方が多少きつくなることはやむを得ない。」と述べた。
　センターは、法人に対し、院長の立場で職員に「辞めちまえ」という発言は重く、
事実上の解雇と受けとられても無理はないこと、物を投げつけたり机を叩くなどの行
為は、業務上認められる指導の範囲を超えており、パワーハラスメントととられても
やむを得ないことを伝えた。あわせて、センターは、パワーハラスメントについての
国の考え方や、事業主として改善に取り組む必要性について助言した。
　調整の結果、退職金や離職票の扱いは会社都合となったため、相談者は、合意退職
した。

○内　容

　相談者は、通信販売会社でコールセンター業務に従事していた契約社員。配属先は
相談者を含めて全員新入社員であったが、相談者以外はコールセンター業務の経験者
であった。相談者は、他の社員と同じように仕事をこなすことができなかったため、
仕事を外された。相談者は、「実際に電話を取って経験を積ませてほしい。」と申し
出ると、「１週間でできるようにならなければ進退を考えるように。」と言われた。
　相談者は、今後の対応に不安を抱き、来所に至った。
　相談者は、出勤ができない状態であったが、体調を整えて別な部署で継続勤務する
ことを希望していた。

○内　容

　相談者は、医療法人で医療事務に従事していた正規職員。相談者は、日頃から院長
より些細なことで物を投げつけられたり、机を叩くなどの態度を取られていた。相談
者は、母子家庭でもあることから、勤務を続けてきたが、「お前なんて辞めちまえ」
と怒鳴られたため、出勤が困難となって、来所に至った。
　相談者は、職場環境から、もとより継続勤務を望んでいなかったが、「辞めちま
え」と言われたことから退職を決意した。しかし、自己都合退職には納得がいかず、
退職金や離職票の扱いについては会社都合での手続きを希望した。

○あっせん結果

○あっせん結果

※プライバシー保護のため、事例は個人などが特定できないようにしてあります。

‐21‐－ 20 －




